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要約 

 第一主題「高大連携」は、高大の「接続のための連携」という関係において正当に位置づけられる。

この関係において、学力選抜による高大接続から非学力選抜による高大接続への傾きと、入学者の数の

確保のための高大連携から入学者の質の確保のための高大連携への傾きが、同時に起きているという現

状と、その方向性を確認した。 

 第二主題「経営リテラシー」については、具体的に新設ビジネス高校でその定着を試みるテキスト『ビ

ジネス・アイ』に一定の効果を期待すると評価する一方で、中等教育に経営リテラシーの定着を図るこ

とすなわち部分最適が、中等教育の全体最適を損なわないように注意すべきであると指摘した。 

 我々はビジネス教育に従事する教員に上記 2 主題に関連付けた調査を実施した。その結果、経営リテ

ラシーの定着の担い手である教員自体の困惑振りが確認できた。つまりは定着の目的、その教育内容と

教育方法に課題が山積していることを指摘した。 

 最後に中等教育に限定されずに経営に関する専門職教育に範囲を拡大して課題を確認した。その結果、

高等教育機関においても経営者を専門職と位置づけた教育が普及していない現状において、この国でそ

の教育が必要とされるなら、専門職研究と専門職に対応する教育内容と教育方法の研究が必要であると

主張した。 

 

キーワード 

 高大連携   linking activities between high schools and universities 

 高大接続   connecting structure between high schools and universities 

 経営リテラシー business literacy 

 経営教育   education about and for business  

 専門職教育  education about and for profession and professional 

 

 

１．はじめに 

 

 高大連携（あるいは高大接続）は高校・大学に

とって避けて通れない活動である。少子化の進展

により受験生が減少する中で確実に入学者を確保

したい大学と上位の大学へ生徒を進学させたい高

校の思惑が一致する場合や、高校と大学の教育の

接続を両者が協働で開発する場合など、高大連携

の内容には幅があるけれども、学校運営における

重要課題であることに変わりはない。 

 一方、あらゆる組織が巨大化するにつれて組織

運営に利用できる経営の知識が求められているに

も関わらず、経営リテラシーの定着は思うように

進んでいない。とりわけ初等・中等教育において

生きるに必要な最小限の知識としての経営の知識

すら十分に教えられていない。そのため企業にと

どまらず、政府、非営利組織などすべての組織に

おいて経営感覚の欠如が組織存亡にかかわるとの

－31－

認識が広まりつつある。 

 以上の 2つのテーマが商業高校とビジネス系大

学のとの高大連携において重なってくる。すなわ

ち、経営教育をどのように位置づけるかによって、

高大連携も経営リテラシーの定着もともにその成

否が決まってくるからである。関西大学を例にと

ると、商学部と大阪市立の新設校である大阪ビジ

ネスフロンティア高等学校との間の高大連携にお

いて、経営教育を中心に据えて教育の接続を図る

必要があるとの機運が高まっている。 

 こうした折、2011 年 11 月 20 日に関西大学が

経営関連学会協議会第 4回シンポジウムの開催を

引き受けることになったのを機会に、本学教育促

進費を得た研究課題「モバイル e-learning を通じ

た高大連携と学部教育の強化のための実践プログ

ラムの確立」（代表者乙政正太）の中で、本論題の

テーマを研究することとなった。論題の全体像を

柴が、経営リテラシーの定着を森田が、そしてシ

ンポジウム参加者を対象とした経営教育に関する

アンケート調査のとりまとめを岩﨑がそれぞれ担

当することとなり、それらを一本化したものが本

論稿である。 

 

 

２．高大連携および高大接続の意義 

 

（１）高大連携と高大接続の定義と関係 

 高校と大学が何らかの連携関係を有することを

高大連携と定義すれば、大学と一切の関係を有さ

ない高校や高校と一切関係を有さない大学はない

と思われるので、定義したことにならないであろ

う。では、厳密な定義があるのかというとそれも

見当たらない。その理由は、後に見るように、高

校と大学がさまざまな連携関係を有しているから

である。つまり、何らかの関係と言ってしまうと

定義しないに等しくなるが、実際には相当に多様

な連携関係が視野に入ってきそうである。 

 このあたりについて、『高大連携とは何か』を著

した勝野（2004）は「高大連携について考察する

ためには、まず、その実態を正確に把握する必要

があるが、多様な取り組みが行われている割には、

何をもって「高大連携」と言うのかは、必ずしも

明らかではない。」から始めていることからも分か

る。さらに、類似語して「高大接続」があるが、

『高大接続の現在』に収録された荒井（2011）は

「大学入試問題を語るとき、“大学入試”と呼ばず

に“高大接続”と表現するようになったのは何時

の頃からだろうか」で始まり、この「接続」とい

う言葉が教育学用語であると指摘する。 

 このように我々が頻繁に使用するようになった

「高大連携」はかなり幅広い定義が必要なのだけ

れども、これと関連しそうな「高大接続」がどう

やら入試と関係があるらしい、ということまでは

分かった。つまり「何らかの連携関係」の「何ら

か」が多少は見えてきそうである。そこで、勝野

（2004）と荒井（2011）を参照しつつ、高大連携

を考えてみたい。 

 勝野（2004）は高大連携と高大接続の関係を「高

校と大学の連携の拡大も両者の円滑な接続を図る

ための方策の一部である」と端的に表現している。

ここに高校と大学の接続（高大接続）とは、平成

11 年（1999 年）の中央教育審議会の答申の重要

な提言に固有の用語である。勝野（2004）による

答申概要（表 1-6）から、接続と連携が出てくる

提言の概要を引用しておく。 

 我々は、中教審答申の提言にあるように、高校

と大学の「幅広い接続」に向けての「接続の改善」

とそのための「連携の拡大」が段階的に概念化さ

れているように理解した。 

 

（２）高大連携の多様性 

 学校制度に最適解はないかもしれないが、年齢

に代表される発達段階に対応した（縦の）学校制

度と能力や資質に対応した（横の）学校制度が並

存し、年齢順にも、ときには年齢逆順にも、縦横

無尽に参加が認められる学校制度が望ましいとす

る考えがあるとしよう。 

 現在の日本の学校制度は、小学校、中学校、高

等学校、大学という縦の学校制度が中心である一

方で、どの年齢層からも参加可能な各種の学校が 
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表1 中教審答申に現れる接続と連携 

 

（4） 接続の改善のための連携の在り方 

 入試だけでなく、カリキュラムや教育方法などを含め、全体の接続を考えていくべきであり、

高校と大学の両者がいかにして、それぞれの責任を果たしていくかという観点から、教育上の

連携を拡大していくことが必要。 

 ①高等教育を受けるのに十分な能力と意欲を有する高校生が大学レベルの教育を履修する機

会の拡大。 

 ②大学が求める学生像や教育内容等の情報を的確に周知するための方策 

 ③高校における生徒の能力・適性・意欲・関心等に応じた進路指導や学習指導の充実 

 ④入学者の履修歴等の多様化に対応して大学教育への円滑な導入を図る工夫 

 ⑤高校関係者と大学関係者の相互理解の促進 

 

（5） 接続を重視した入学者選抜の改善 

 今後は、大学側のそれぞれの教育理念等にふさわしい能力・資質を持った学生（求める学生）

を見出そうとする取組と、学生側の自らの能力・適性等に基づく主体的な大学選抜という相互

の選択をいかに適切に組み合わせるかが重要。 

 ①各大学が多様な進学希望者の能力・適性等を適切に評価するための選抜方法の開発 

 ②丁寧な入学者選抜を行うための体制の整備等 

 ③適切な出題 

 ④高校での学習成果を多面的に評価する入学者選抜 

 ⑤大学入試センター試験の改善 

 

 

並存するにもかかわらず、しかもこれら学校の中

には一流大学より難関という学校もあるのに、こ

れらの学校は一般に、小中高大のメインストリー

ムに対して一段低い社会的評価を甘んじて受け入

れている。 

 メインストリームに焦点を合わせてみると、最

高学府と呼ばれる大学への進学が最重視されるこ

とから、個別校の差異は無視すると、一般に、普

通高校の評価が高く、商業高校や工業高校などの

職業高校の評価が低い。この価値観が成立する条

件がある。それは大学こそが個人の将来を保証す

る手形であるという関係が満足されているという

条件である。 

 以上のような日本の学校制度の特徴を踏まえな

ければ高大連携の多様性は理解できない。つまり

「あるべき学校制度における高大連携」とは区別

される「いまある学校制度における高大連携」に

対する理解が求められる。現行の学校制度を所与

として、現代的課題を考えるとすれば、何よりも

最優先して少子化を考えざるを得ない。少子化は

必ずや学校数の減少をもたらすからである。 

 このように現代社会と学校制度をリアルに観察

するとき、個々の学校の淘汰という必然に着目せ

ざるを得ない、そして、この観点から高大連携も

位置づけられることになる。そこで、高大接続に

向けた高大連携が展開されることになるが、勝野

（2004）は多様な高大連携を狭義の高大連携と広

義の高大連携に分類している、すなわち、以下の

ようである。 

 狭義の高大連携 

  定義：高校生を対象として、大学の教育資源

を活用して行う高校の教育活動 
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  事例：① 大学における通常講義の聴講 

     ② 高校生を対象とする講義や講座へ

の参加 

     ③ 体験入学やオープンキャンパスへ

の参加 

     ④ 特定の大学での実験・実習や個別

指導 

 広義の高大連携 

  定義：高校と大学の連携による、高校教育及び

大学教育の改善充実に資する取り組み 

  事例：① 大学生を対象とした基礎学力向上

のための補習授業等の実施 

     ② 高校における教科指導等の充実の

ための研究会の開催 

     ③ 高校・大学の教員の指導力向上の

ための研究会等の開催 

     ④ 高校と大学の相互理解を図るため

の連絡協議会等の設置 

 ここに例示されていることが高大連携の事例だ

とすると今日ではほとんどの大学で取り組んでい

る活動であるということに気づく。これらの事例

すべてが、高大接続の改善のための連携なのかど

うかは一考に値する。それにもかかわらず、狭義

の高大連携が大学側からする入学者の数の確保に

関連する連携であり、広義の高大連携が入学者の

質の確保に関する連携であるという特徴を確認で

きるのではないだろうか。同じことを高校側から

見れば、より上位の大学へ送り出す生徒の数と質

を確保するための連携であると言えるであろう。

さらにこうした質量の確保が深刻な問題になる背

景としては少子化の進行があげられる。大学全入

時代が来ると意識された頃からこうした高大連携

が活発になってきたことを思い起こせば納得でき

るのである。 

 

（３）高大接続の構造 

 高大連携の行き着く先には高大接続があるとの

理解に立つとき、高大連携とは異なる高大接続の

内容を明らかにしておく必要がある。荒井（2011）

は先の中教審答申が「選抜から接続へ」と副題を

付したことに明確であるとする。この答申が時代

を画することになったというのである。すなわち、

大学による入学者選抜の時代の比重が下がり、高

校と大学の接続の時代が始まり徐々にその比重を

高めているのである。 

 選抜の時代には、大学入試については批判も多

かったものの、入試選抜が多くの人々の進路に決

定的影響を与えてきたことは事実であり、これを

評価する観点からは人材の選抜と配分という社会

的機能を果たしてきたと荒井（2011）は指摘する。

この社会的機能に疑問が投げかけられたからこそ、

接続の時代への転換が提言されることになる。 

 荒井（2011）は接続の時代への転換の提言の背

景として、少子化の進行で受験競争が緩和したこ

とと同時に進行した入試の多様化（実態は非学力

選抜という入試の簡素化）があいまって選抜の時

代における接続の断絶化を確認している。すなわ

ち、一言で言えば学力の低下が進行し、高校教育

を終えた入学生が大学教育にスムースに入れない

という意味での接続の断絶化が進行しているので

ある。この断絶した接続を復活することが接続へ

の転換という提言に求められている。 

 これらの変化を受けて、かつて接続の関心が選

抜にあったものが、その後は教育に関心が移ると

いう変化となって現れ、新たな接続の時代には、

入試方法、カリキュラムなどより構造的な問題の

解決に課題の重心がシフトしていると荒井（2011）

は指摘するのである。 

 

（４）高大連携と高大接続の整理 

 勝野（2004）と荒井（2011）から学びうること

は、多様な高大間関係を以下のように整理できる

ということである。高大が入試による選抜という

価値観から脱皮できない場合には、表 2 における

A から B への高大連携の発展が求められる。高大

ともに非学力選抜という新たな選抜に価値観を認

める場合であっても入学者（進学者）の多寡に関

心がとどまる限りAかCへの高大連携が関心を引

く。しかしやがて大きく時代の変化に気づくとき、

すなわち非学力選抜の普及と入学者の質の確保と

いう構造的変化を前提条件として認めるならば、

高大関関係において A から B を経て D へ、ある

いは A から C を経て D へという大きな方向性が

確認できるのである。
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表2 高大連携と高大接続のマトリックスから見る高大間関係 

 狭義の高大連携 

（入学者の数の確保） 

広義の高大連携 

（入学者の質の確保） 

選抜による接続 

（学力選抜による接続） 

A 選抜による入学者の数 

確保のための高大連携 

B 選抜による入学者の質 

確保のための高大連携 

教育による選抜 

（非学力選抜による接続） 

C 選抜によらない入学者の

数の確保のための高大連携 

D 選抜によらない入学者の

質の確保のための高大連携 

 

ところで、高校側と大学側が抱く高大連携や高

大接続の意識にずれがあるとき、たとえば、高校

側がCを志向する（時代をCと認識する）一方で、

大学側が B を志向する（時代を B と認識する）な

らば、具体的に展開される高大連携が双方にとっ

て十分な効果を発揮できない可能性がある。この

ように、勝野（2004）と荒井（2011）の結論を組

み合わせると彼らが予想しない複雑な問題の存在

に気づくことになった。 

 高大連携の実態把握に際して、長崎県立大学と

中央大学から協力を得ることができた。また我々

の勤務校である関西大学も一事例として数えるこ

とができる。これがすべてではないが、高大連携

の典型例がみてとれる。 

① 長崎県立大学の場合 

 長崎県立大学は県北地区長崎県立高校（7 校）

との高大連携を行っている。その内容としては、

大学が実施する公開授業、公開講座、大学教員の

高校への派遣、大学におけるオープンキャンパス

などで多くの大学の実践例と変わらない。ただ、

連携先の地域を限定して入学者の数の確保を目指

している点に特徴がある。ここでの連携は狭義の

高大連携であり、選抜に重点が置かれた取り組み

である。 

② 中央大学商学部の場合 

 他の形態の連携も行っているということである

が、特徴的なのは岐阜県立岐阜商業との高大連携

（高大接続と呼べるかもしれない）である。その

連携内容であるが、岐阜商の講義への付加プログ

ラム（岐阜アカウンティング・プログラム）を大

学が提供していることとこのプログラムの履修条

件が大学の受入条件を満たしたものであることか

ら選抜と教育のドッキングと見ることも可能であ

る。ここでの連携は広義の高大連携（接続）であ

り、選抜と教育の双方に重点が置かれた取り組み

である。 

② 関西大学の場合 

 長崎県立大学が地域限定型の選抜型連携である

のに対して、中央大学商学部は高校指定型の接続

型連携であるという特徴が見られた。これに対し

て、規模の大きい大学に共通すると思われる全国

型高大連携が関西大学で見られる。（ただし、説明

は省くが、中央大学商学部と似た高校指定型の接

続型連携は関西大学商学部にも見られるし、逆に、

中央大学が全学としては関西大学と同じ全国型高

大連携といえるだろう。） 

 関西大学では全国の高校と幅広い高大連携関係

を築いていて、勝野（2004）がいう狭義の高大連

携も広義の高大連携も幅広く実施している。ここ

での連携は大規模な高大連携の事例であるが、商

学部主催の KUBIC（ビジネスプラン・コンペテ

ィション）で高校生の部に多数参加があり高校現

場の教育に影響を与えている事例も含まれる。す

なわち、選抜と教育の双方に重点が置かれた取り

組みである。ただし、これらの連携が総花的とな

り、大学の戦略として表 2 に示した B、C、D の

いずれを目指すかが見えないなどの問題もある。 

 いずれにしろ、こうした大学の取り組み事例は、

大きくは A の「選抜による入学者の数確保のため

の高大連携」から D の「選抜によらない入学者の

質の確保のための高大連携」へ向けた途中の段階

にあるように見える。 
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（５）大阪市の新商業高校創設に見る新たな高大

間関係 

 大阪市は平成 14 年（2002 年）に高等学校将来

構想委員会を設置し、2 年後の平成 16 年に最終ま

とめを公表したが、その中で「高度な専門性を有

する商業高校の開設を検討すべき」との提言がな

された。これを受けて設置された新商業高校構想

具体化委員会は平成18年度に公表した「まとめ」

において「高大 7 年間を見据えた教育課程の編成

を検討すべき」ことが提言された。この提言を受

けて、大阪市教育委員会が平成 19 年に東商業高

校、市岡商業高校および天王寺商業高校を再編統

合し、天王寺商業高校校地に新商業高校を設置す

る方針を明らかにした。当時、マスコミはこの新

商業を「スーパー商業」と命名した。同年、大阪

市の行政評価委員会によって新商業の事業妥当性

が答申され事業が進められることになった。平成

23 年には、大阪市教育委員会は、新商業高校の校

名を「大阪ビジネスフロンティア高等学校」と決

定した。そこに開設される学科はグローバルビジ

ネス科とされた。そして平成 24 年 4 月に開校す

る運びとなった。 

 大阪市の新商業の新設が可能となった理由とし

て、①商業高校再編は危機ではなく好機ととらえ

る感覚があったこと、それゆえ普通高校に負けな

いプロ養成高校としての再編の道を選択したこと、

②商都大阪がビジネス教育の最先端を行くという

気概があったこと、それが商業教育からビジネス

教育への脱皮という冒険を選択させたこと、③ビ

ジネスリーダー養成の観点を重視したこと、その

ための高大７年一貫教育の目標化が高大双方を刺

激したこと、そして④創造・改革は大阪の気質で

あること、すなわち天王寺商業高校・市岡商業高

校・東商業高校に育まれた精神の統一の可能性が

あったことなどを指摘するにとどめ、同校の誕生

のまでの詳細な説明は他に譲りたいと思う。 

 我々の関心は、表 2 に示した高大間関係におい

て、従来の 3 商業高校が大学との間に C の非学力

選抜型の入試による連携を模索していたところ、

新商業高校の設置を機会に D 型の連携へとシフ

トする動きが確認できたことにある。すなわち、

この高校の新設に際しては、関西大学、関西外国

語大学、大阪市立大学が協力して新しい高大連携

（むしろ求められてきた高大接続）を模索した点

に新奇性が認められる。関西大学等を中心として

新商業高校にふさわしいカリキュラムと副教材が

大学教員と高校教員の協働作業で作られてきた。

先に事例として示した長崎県立大学や、中央大学

とは大きく路線の異なる試みであった。 

 

 

３． 経営リテラシーの定着とテキスト作成の試み 

 

これまで高大連携のあり方についてみてきた

が、本節では、本稿のもうひとつのテーマである

経営リテラシーの定着についてみていくことにし

よう。特に、経営リテラシーを定着させるにはど

うすればよいのかという問題に対して、そのため

のテキスト１作成という視点からアプローチして

いくことにする。なぜなら、教育において用いら

れる様々なツールの中でテキストが持つ役割は依

然として大きく、かつ高校生への教育を考えた場

合、テキストが最も有用な媒体のひとつとして機

能すると考えられるからである。また、関西大学

では商学部と大阪市立の新設校である大阪ビジネ

スフロンティア高等学校との間の高大連携に向け

て、経営リテラシーの定着を意識したテキスト『ビ

ジネス・アイ』（廣瀬 近刊）の作成に向けての取

り組みが行われているからである。 

 

（１）経営リテラシーとは 

まず、経営リテラシーとは何を意味するのかを

確認しておこう。リテラシー（literacy）とは､一

般には「読み書きの能力、識字能力、教養がある

こと」を指し、今日ではコンピューター・リテラ

シーのように、その対象を指す言葉と組み合わせ

ることで何かを使える力、何かを理解しているこ

とを意味する言葉として用いられている。これに

ならえば、経営リテラシーとは経営をする能力、

経営に関する知識を有することになる。経営リテ
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ラシーの定着を主唱する日本学術会議経営委員会

経営リテラシー分科会（以下、本文中では分科会

と略記）では、経営リテラシーを「各種の継続的

事業体を効率的に管理・運営するための基本的知

識」（日本学術会議経営委員会経営リテラシー分科

会 2008、 ⅱページ）として捉え、経営に関する

基本的知識は単に企業経営に必要なだけではなく、

日常生活の様々な側面で利用可能であり、それに

よって快適な生活が可能になるという見方を示し

ている。それゆえ、「経営リテラシーをわが国の全

ての国民が身につけるべき知識として確立し、そ

の定着を目指」（同上稿 10 ページ）すべきである

としている。 

なるほど、現代社会に生きる我々は老若男女を

問わず、企業との関わり無しには生活を送ること

は出来なくなっている。様々な局面で企業の利害

関係者となり得る私たち一般市民は、消費者とし

ての、雇用者としての、株主としての、あるいは

地域住民としての顔などを持つわけであるが、企

業経営に関する知識を持ち合わせた方が、これら

の各局面でより良い行動ができるようになりそう

である。また、社会生活においてさまざまな組織

の一員として活動することや、組織と呼べる集団

ではないにしても、人と人との協働無しに日々を

過ごすことはなかなか考えられない。となると、

うまく協働するための知識を持ち合わせているに

こしたことはない。こうした状況をみると、企業

や組織の仕組みやルールを理解したり、人と力を

あわせて何かを作り出すための力を身につけたり

しておくことは、社会で生活していく上で有用な

のは間違いなさそうである。 

このように社会生活を送る上で有用な力とな

り得る経営リテラシーを中等教育課程において定

着させるには、上で見たように、経営リテラシー

とは「各種の継続的事業体を効率的に管理・運営

するための基本的知識」であるという堅い雰囲気

から接近するのではなく、会社（各種の継続的事

業体）は日々の経営を行うためにどんな工夫（効

率的な管理・運営）をしているのかを明らかにし

ていくといった、親しみやすいアプローチをとる

べきであろう。そして、経営リテラシーという用

語を使うこと無しに、経営リテラシーとして補足

されるべきことがらに気づかせ、それらを理解さ

せるような方法が採られる方がより望ましいだろ

う。 

それでは、経営リテラシーとして補足されるべ

きことがらとしてどのようなものがあげられてい

るのであろうか。分科会によると、「中等教育課程

における経営教育の改善を、国民が身につけるべ

き素養としての経営リテラシーとの関連で検討し

なおした」（日本学術会議経営委員会経営リテラシ

ー分科会 2008, 2 ページ）上で、経営リテラシー

として 10 分野 100 のキーワードがあげられてい

る（表 3 参照）。 

ここに掲げられた「10 分野と 100 の基本概念

が経営教育の全てを網羅し」ている「ものではな」

く、「経営学の発展と共にこれらは修正されること

になる」ことは分科会も謳っている（日本学術会

議経営委員会経営リテラシー分科会 2008, 8ペー

ジ）。上述した如く、リテラシーという言葉が、あ

ることがらの現状への対応能力という意味合いを

持つ以上、経営リテラシーとして補足されるべき

ことがらも、時間と共に変化していくのは当然の

ことではある。また、ひとつの概念、考え方が社

会的に認知されていくにはある程度の時間の経過

が必要であることを考えると、分科会が掲げたこ

れらについての是非を論じるのは早計であろう。 

ただし、次項以降でのテキスト作成について検

討することになるので、以下の点だけ指摘してお

こう。それは、分科会が掲げた 10 分野と 100 の

基本概念そのものはあくまでも「何を」リテラシ

ーとして取り上げるかに対する対応であり、それ

らを「如何に」教えるかはまた別の問題として残

されているという点である 2。リテラシーの定着

度をあげるためには、「何を」の選定も大切ではあ

るが、「如何に」教えるかの方がより重要になって

くるはずである。極端な例になるが、分科会が掲

げた100の基本概念それぞれについて説明を施し

た『経営リテラシー用語集』を仮に作ったとして

も、それを読ませて暗記させれば事足りるという 
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表3 経営リテラシー：10 分野と100 の基本概念 

1. 経済主体の諸形態とその

社会的役割 

①経営職能（研究開発、生産、販売など）②経営資源（ヒト、モノ、カネ、情報）③経営資源の組み合わ

せ④能率⑤市場競争⑥顧客満足⑦新製品開発⑧NPO⑨ステーク・ホールダー⑩収益 

2. 企業形態と株式会社 ①事業主②株式会社③私企業④公企業⑤株主総会⑥所有と経営の分離⑦コーポレート・ガバナンス⑧管理

階層⑨職能組織⑩企業の社会的責任 

3. 組織 ①分業と調整②C.I.バーナードにおける組織の３要素③職務権限④責任―権限一致の法則⑤指揮命令系統

⑥ライン組織⑦ライン・アンド・スタッフ組織⑧職能的組織⑨官僚制組織⑩フラット型組織 

4. 管理 ①管理と作業②PDCA サイクル③経済的刺激④社会的欲求⑤自己実現欲求 ⑥

PM(Performance-Maintenance)理論⑦OJT（On-the-Job Training）⑧キャリア開発⑨人事考課⑩報酬 

5. 生産システム ①能率向上運動②ノルマ③時間・動作研究④少品種大量生産方式⑤ベルト・コンベア・システム⑥QC サー

クル⑦トヨタ生産システム⑧多品種少量生産システム⑨セル生産システム⑩研究開発 

6. マーケティング ①マーケティング・コンセプト②顧客ニーズと顧客満足③マーケティング・リサーチ④マーケット・セグ

メンテーション⑤ターゲティング⑥ポジショニング⑦マーケティング・ミックス（４P）⑧ブランド⑨製品

ライフサイクル（Product LifeCycle）⑩CRM（Customer Relationship Management） 

7. 流通 ①流通機能②商流と物流③流通機関（卸と小売）④業種と業態⑤流通経路と流通機構⑥チェーン・オペレ

ーション⑦POS（Point of Sales）システム⑧SCM(Supply Chain Management) ⑨電子商取引（EC）⑩流通

政策 

8. グローバル経営 ①海外直接投資②多国籍企業③バーノンのプロダクト・サイクル理論④グローバル統合とローカル適応⑤

5S ⑥シングル・ステータス⑦ハイブリッド工場⑧異文化コミュニケーション⑨海外派遣要員⑩経営の現地

化 

9. 財務会計 ①財務会計②非営利組織会計③複式簿記④企業会計原則⑤貸借対照表⑥損益計算書⑦キャッシュ・フロー

計算書⑧監査⑨公認会計士⑩公会計 

10. 管理会計 ①管理会計②意思決定会計③業績評価会計④利益管理⑤予算管理⑥原価管理⑦資金管理⑧内部統制⑨原価

計算⑩原価企画 

出所：日本学術会議経営委員会経営リテラシー分科会（2008）より森田作成。 

 

わけではないし、そのような『用語集』だけで経

営リテラシーの定着が進むとは誰も思わないだろ

う。それゆえ、経営リテラシーの定着に向けては、

「何を」「如何に」教えるかが検討されなければな

らない。 

そこで、経営リテラシーという用語を前面に押

し出しているわけではないが、経営リテラシーと

して「何を」「如何に」教えるかが検討された一例

として、関西大学商学部の高大連携活動において

作成されたテキスト『ビジネス・アイ』（廣瀬 近

刊）を取り上げながら、経営リテラシーの定着と

テキストについて次項でみていくことにしよう。 

 

（２）経営リテラシーの定着とテキスト 

『ビジネス・アイ』は、1（5）で触れた大阪市

の新商業高校「大阪ビジネスフロンティア高等学

校」と関西大学との高大連携活動の中で作成され

てきたビジネスの教育のためのテキストである。

したがって、現行の商業高校で用いられているテ

キストやなされている教育を検討した上で、中等

教育、特に商業科で経営に関するどのような教育

が行われれば大学での経営教育とうまく接続する

かという問題意識に基づき作成されている。『ビジ

ネス・アイ』では経営リテラシーという用語は直

接用いられていないが、ビジネスを理解するため

の基礎的な内容を提供しようとするところは、経

営リテラシーの定着という点からみても、十分に

有効な機能を果たせるものと考えられる。 

高校の公民科・商業科教育の現状には、経営リ

テラシーの定着という視点からすると問題点が多

いことは分科会も指摘するところである。『ビジネ

ス・アイ』も、現行の商業高校での教育は、商業

の教育ではあってもビジネスの教育にはなってい

ないという立場を取っている。その上で、真のビ
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ジネス教育はビジネスの革新者を育成するという

心をもたねばならないこと、そしてそのためには、

ビジネスについての教育（Education about 

Business: EaB ）とビジネスのための教育

（Education for Business: EfB）、とりわけ前者

の教育が必要であるという考え方に拠って構成さ

れている。これまでの商業高校での経営に関する

教育は、ビジネスのための教育、とりわけ商業ス

キルの教育に留まっていたが、今後はビジネスに

ついての教育を基盤に、総合的なビジネスのため

の教育の基礎教育を行うことが重要である、とい

うのが『ビジネス・アイ』の基本的なスタンスで

ある。 

『ビジネス・アイ』は、既存の高校教科書や英

米のビジネスに関するテキストの内容を検討した

結果、ある程度コンパクトな量で、ビジネスの何

たるかを知らしめる方法はないかと工夫された結

果出来上がったものである。それゆえ、この一冊

を通読すれば、ビジネスとは何かがおぼろげなが

らも分かるように構成されている。したがって、

前項の最後で触れた「何を」にあたるところは、

ビジネスについての基礎的事項であり、ビジネス

とはどういうものなのかを自分なりに理解させる

ことを目指している。当然のことながら、前項で

仮に取り上げた『経営リテラシー用語集』のよう

に、書かれたことがらを暗記するような性質のも

のではなく、問いかけ口調の文体や随所に設けら

れた「課題」など、読者が自分で考えるための仕

掛けが織り込まれている。 

『ビジネス・アイ』は高校での段階的履修を念

頭に置き、1 年生での利用を想定して作成されて

いる。ここでの段階的履修とは、1 年生でのビジ

ネス教育をビジネスへの関心を育むための基礎教

育として位置づけ、これを基に、2 年生と 3 年生

ではビジネスへの意欲を喚起するためにビジネス

諸領域の学習を連続的に行うというものである。 

『ビジネス・アイ』の構成は表 4-1 に、各章毎

の目標は表 4-2 に示したとおりである。一見して

気づくところは、経営学の専門用語がまったくあ

げられていない点である。マネジメントやイノベ

ーションという用語は使われてはいるが、それら

は今や経営学の専門用語というよりは一般名詞と

呼べるものであろう。たとえば、「15 歳からの～」

とタイトルに謳われている国立大学法人小樽商科

大学高大連携チーム（2005）の章タイトルを拾っ

てみると、「第 1 章 経営学とは何か？」、「第 2

章 方針と計画を定める戦略論」、「第 3 章 いか

に売るかを決めるマーケティング」、「第 4 章 人

を動かす組織論」、「第 5 章 貨幣で会社を見る会

計」となっており、節のタイトルには、環境分析

（第 2 章第 2 節）、市場細分化（第 3 章第 2 節）、

損益分岐点分析（第 5 章第 4 節）といった専門用

語が見受けられる 3。 

早くから専門用語に触れさせるべきかどうか、

どこまで平易な文章が高校生にふさわしいのかと

いった点に議論の余地があることは間違いないだ

ろう。しかし、前項で指摘した、経営リテラシー

という用語を使うこと無しに、経営リテラシーと

して補足されるべきことがらに気づかせ、それら

を理解させるような方法として『ビジネス・アイ』

が採った手法について、その成果がどうなるのか

を待つだけの価値はあるだろう。 

また、『ビジネス・アイ』は、従来の経営学の

テキストの多くに見られる、体系化された理論や

抽象的な概念の説明に終始するのではなく、実例

を多く交えて身近なことがらから考えさせる方法

を採っている。例えば、第 1 章第 1 項の書き出し

は、「私たちはビジネスという言葉をふだんよく使

います。たとえば、「ビジネスマン（businessman）」

や「ビジネスウーマン（business woman）」とい

う言葉で、どのような人たちが思い浮かぶでしょ

うか。」であり、語りかけるような問いかけから始

まっている。終始この調子で、身近な事例をとり

あげながら論は展開されている。前述した国立大

学法人小樽商科大学高大連携チーム（2005）でも

同様の方法がとられ、同書の場合、地方都市にあ

る売上げが下降しつつあるファミリー・レストラ

ンの社長であり店長でもある父親とその息子の会 
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表 4－１ 『ビジネス・アイ』の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4－２ 『ビジネス・アイ』の各章毎の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：表 4-1,4-2 ともに『ビジネス・アイ』より森田作成。 

 

第 1 章 ビジネスとは何か 

(1) ビジネスのイメージ 

(2) 企業：ビジネスの中心的存在 

(3) ビジネスのスタート 

第 2 章ビジネス・マネジメント 

(1) ビジネス・マネジメントとは 

(2) ビジネス・マネジメントと会計情報 

(3) ビジネス・マネジメントと情報技術 

第 3 章 変化するビジネス活動 

(1) 産業を知る 

(2) 生活と産業の変化 

(3) グローバル化とビジネス 

第 4 章ビジネスの成功とイノベーション 

(1) ビジネスの成功 

(2) 成功の指標 

(3) ビジネスの成功とイノベーション 

第 1 章 ビジネスとは何か 

第 1 章の目標 

①ビジネスという言葉のイメージを明確にする。 

②ビッグ・ビジネスとは何かを理解する。 

③ビジネスの中心的存在が企業であることを理解する。 

④私たちの生活における企業の役割と重要性を理解する。 

 ⑤企業をつくりビジネスを始めるには、どのようなことをしなけ

ればならないのかを理解する。 

第 2 章ビジネス・マネジメント 

 第 2 章の目標 

 ①ビジネス・マネジメントの概要を理解する。 

 ②ビジネス・マネジメントにおける会計の役割を理解する。 

 ③ビジネス・マネジメントにおける情報技術（IT）の役割を理解

する。 

第 3 章 変化するビジネス活動 

 第 3 章の目標 

 ①経済を形づくっている産業の概要を理解する。 

 ②生活と産業がどのように変化してきたのかを理解する。 

 ③ビジネス活動がグローバル化していることの意義を理解する。

第 4 章ビジネスの成功とイノベーション 

 第 4 章の目標 

 ①ビジネスの成功とは何かを考える。 

 ②成功を測定する指標について考える。 

③ジネスの成功とイノベーションの重要性を考える。 
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話という舞台設定がなされている。ビジネスの基

礎を学ぶという目標のためには、高校生が関心を

持ち、腹に落とすことが出来るような内容や体裁

を採ることが有用であろう。 

前項では、経営リテラシーの定着には「何を」

もさることながら「如何に」教えるかが重要であ

ると指摘した。ティーチング・メソッドとして如

何に教えるかという点は重要ではあるが、それら

を詳細に論じることは我々の力量を超えるため、

ここではテキスト構成の背後にある「如何に」教

えるかに対する姿勢と補助教材について述べてお

こう。『ビジネス・アイ』は、テキストやそれを用

いた教師が生徒に知識を与えるのではなく、生徒

自身が書かれたことがらに関心を持ち、自ら考え

ていけるような構成や文体をとっている。ビジネ

スの世界では、ビジネスに関する法律、歴史、共

通認識など１つの「正解」があると考えられるこ

とがらもあることはあるが、事業の選定、ものの

売り方、人の動かし方など１つの「正解」がない

ことがらの方が多い。そうした世界を自分なりに

理解するには、自分なりの世界観を持ち自分自身

の答えを導き出せる力を身につけさせることが重

要となってくる。それゆえ、生徒自身が自分の考

えを構築していけるように教えていくことを大前

提に編まれていることが『ビジネス・アイ』の特

長となる。 

しかし、自分の考えを構築するために生徒が独

自に学習しようとしても、何をすれば良いのか分

からないという場面はきっと出てくるだろう。そ

の際には、文字で書かれた内容を豊かにして学習

者に考えさせるツールが必要となる。最善のツー

ルは教師であるが、ティーチング・メソッドの問

題は上述したように本稿では扱わないので、教師

の教え方が重要である点を改めて指摘するに留め

ておく。次に考えられるツールとして、『ビジネ

ス・アイ』ではワークブックを用意し、自分で考

えることをさらに促そうと準備している。その内

容については現時点では公表できるに至っていな

いが、テキストだけでほとんどの生徒が内容を理

解し、ビジネスについて自分なりの考え方を構築

するのは容易ではないだろうと考えている。 

 

（３） 経営リテラシーの定着の課題 

これまでみてきたように、高大連携を推進する

にあたっては経営リテラシーの定着を進めること

は生徒、学生にとっても、高校、大学にとっても

有用であると考えられる。しかし、だからといっ

て経営リテラシーの定着に向けて闇雲に大きく舵

を切っていいわけではないだろう。経営リテラシ

ーの定着には、当然ながら多くの課題があるから

である。この点に関して、本節の最後に若干の検

討をしておこう。 

まず、経営学の主たる役割を見失わないことが

大切である。これまで、経営リテラシーの定着の

ために、実例を多く交えて身近なことがらから考

えさせることの有用性を説いてきた。しかし、そ

れは中等教育との高大連携という特殊な一面での

手法であり、事例や事実など個別具体な事象を紹

介することが経営学の主たる役割ではないことを

強く意識しておくべきである。つまり、実践的な

解やスキルを提供することが経営学の役割ではな

く、実践の基盤となる論理を提供すること、現象

の背後にある原理原則を追究することこそが経営

学を役立てることにつながるのである（楠木 

2011；上林 2007）。高大連携の諸施策によって経

営や経営学に興味を持って大学に進んできた学生

に、個々のリテラシーを統合して思考を構築する

必要性や抽象化された論理や概念の有用性やおも

しろさを実感させることが、教育としての、特に

高等教育以上での経営学教育に課された大きな役

割であることを忘れてはならない。「高校における

伝統的な商業・工業の教育内容は、経営に関する

技法の理解と修得が大きな課題であるが、大学で

はその背後にある理論から理解して経営に関する

実践的知識」（日本学術会議経営委員会経営リテラ

シー分科会 2008, 4 ページ）を獲得することが目

指されるべきである。 

それゆえ、第 2 に、中等教育での学習内容と大

学における経営学の教育内容とを如何に接続させ

るかという問題も検討される必要がある。分科会
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でも作成の背景として、「大学における経営教育と

中等教育課程の連動性」があげられている 4。具

体的には、①高校生に対してビジネスに関心を持

ってもらうために工夫して盛り込まれた内容と、

②大学に入ってから本格的に経営学を学び実践に

役立つ論理の基盤を盛り込んだ内容、とをどうつ

なげるべきかという問題である。言うまでもなく、

中等教育課程において経営リテラシーの定着をは

かることは、経営学関係の大学学部への「呼び水」

だけであってはならない。中等教育において①を

学習し、ビジネスに関心を持って大学に入学して

きた学生の学習意欲を削ぐことなく、もっとビジ

ネスについて学びたいと思わせるような内容を②

は提供しなければならない。同時に、事実を知っ

て親近感を覚えた経営現象について、それらが「な

ぜ」生じているのかを概念や論理を駆使しながら

解き明かせるように学生を導いていかなければな

らない。また、この接続が上手くいくならば、中

等教育課程におけるビジネス教育では、ビジネス

に関心をもたせるためだけの事例や用語の説明だ

けでなく、大学で経営学を学ぶための素地となる

べきものの見方、考え方の基礎を修得させること

も出来るようになっていくであろう。 

経営リテラシーの定着につながる、このような

経営学教育の接続は、第 1 章でみた高大接続のあ

り方が A→B または C→D へと変化しつつあるこ

とから考えても当然求められるところとなる。大

学が質の高い学生を獲得しても、彼（女）らが満

足する教育内容―ここでは、①と整合的であり、

さらに発展した内容である②―を提供できなけれ

ば、彼（女）らに大学が見限られてしまうことに

なるからである 5。大学が質の高い学生を獲得し

ようとすればするほど、大学もまた彼（女）らを

満足させるだけの質の高い教育を提供しなければ

ならなくなる。 

さらに、第 3 の点は経営リテラシーの定着をど

うはかるかという範疇に収まらない大きな課題で

あるが、やはり確認しておく必要があるだろう。

それは中等教育課程全体の中で経営リテラシーの

定着に向けた教育をどう位置づけるかという課題

である。当然のことながら、中等教育課程におい

て経営リテラシーの獲得に時間が当てられれば、

その分他の何かを修得するための時間が削られる

ことになる。これは我々の検討課題の範囲を超え

るものではあるが、中等教育課程での教育が求め

る全体像の中での経営リテラシー獲得の位置づけ、

全体像との整合性という問題であり、これについ

ての検討も当然なされなければならない。これが

なければ、経営リテラシーを高めるという「部分

最適」は達成されたが、中等教育の「全体最適」

が阻害されるという、経営学が警句を発してきた

陥穽に自らがはまってしまうという愚を犯す結果

になりかねないからである。 

 

 

４．質問紙調査からみる経営教育改善への一提案  

 

経営関連学会協議会第 4 回シンポジウムでは、

「経営教育の高大連携」をテーマに高校教員、大

学教員が集い、活発な意見交換が行われた。その

際、関西大学教育方法改善研究会（柴健次・岩﨑

千晶）は、シンポジウムに出席した経営教育に携

わる教員らを対象として、経営教育における科目

特性や教育方法に関する質問紙調査を実施した。

本節では質問紙調査の結果をもとに、経営教育に

おける科目特性や教育方法を配慮したうえで、高

大連携における経営リテラシー教育の手立てにつ

いて検討する。 

 

（１）調査の方法 

調査は 2011 年 11 月 20 日シンポジウムの参加

者を対象に行った。44 名からの回答があり、有効

回答者数は 37 名（大学教員 26 名、高等学校教員

11 名）であった。調査対象者は、マーケティング

（マーケティング論、経済・経営マーケティング）、

会計学（原価計算、財務会計論）、経営分析論、ビ

ジネス基礎等の科目を担当する教員らで構成され

ていた。 

質問項目は、経営教育に関する科目特性（設問

1-7）、経営教育における教育方法（設問 8-16）に
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ついて尋ねた。質問項目に関しては、科目特性や

教育方法に関する過去の諸研究（田中 1999、

2008；Silber 2007）を参考に作成した。たとえば、

科目特性では、科目の広がりと積み重ねを確認す

るため、「この科目は教えるべき個別の概念がたく

さんある」「この科目では順を追って積み重ねてい

かないと理解できない」等の質問をした。また科

目の一義性、多義性に関する質問として「この科

目で用いられる概念はほとんどが明確に定義され

ている」、「この科目は多様な解釈を出し合うこと

が必要である」について尋ねた。質問項目には 5

件法（5：かなりそう思う、4：そう思う、3：ど

ちらともいえない、2：あまり思わない、1：全く

そう思わない）で問い、平均値と SD を分析デー

タとして扱った。加えて、自由記述として「経営

リテラシー育成に関して課題だと思っていること」

を記す欄を設けた。自由記述に関しては、記述内

容をカテゴライズし、質的に分析を加えた。本節

では選択肢による定量的なデータと自由記述によ

る定性的なデータを相補的に活用して分析考察を

行った。 

以上のように、経営教育の教育改善を検討する

にあたり、科目特性に対する教員の認識と教育方

法に関する教員の考えを明らかにしたうえで、現

在教員が抱えている経営教育の実践における課題

を把握しようと試みた。なお、質問紙では他にも

質問をしているが、本研究では上記のことに関連

する質問項目を分析対象とした。 

 

（２）調査結果と分析考察 

１）質問紙調査の結果と分析考察 

 経営教育の科目特性に関する調査結果を表 5に

示す。経営教育の科目における特性として、水平

的ひろがり（設問 1）、垂直的階層化（設問 3、4）

に関しては、いずれも高い数値を表しており、経

営教育は、教えるべき個別の概念が多くあり、ま

たそれらは順を追って積み重ねていく科目特性で

あることが示された。授業で扱う概念や解釈に関

しては、概念・解釈の一義性（設問 2）が 3.48、

多義性が 3.72（設問 5）、 3.62（設問 6）と、経

営に関して「明確に定義された概念を学ぶこと」

が求められる一義性が高い分野もある一方で、「あ

ることがらに対して自分なりの解釈を含む意見を

導き出す」といった多義的な解釈を求める分野も

必要とされていることが示唆された。たとえば財

務会計では、簿記の用語や定義などの一義性の高

い概念もあれば、賃貸対照表や損益計算書をもと

に、経営状態を判断、解釈するといった多義的な

要素も必要である。経営教育は、一義性と多義性

の両面が重視されている科目であるといえる。 

教材更新の必要性（設問 7）に関しては、4.24

と高い数値が示されており、経営教育の学習課題

として、会計制度の変更点や現在社会における事

例など、日々更新される情報を取り入れた授業が

必要であることが伺えた。また、設問 11、12 の

調査結果では、「実社会で知識を使えるようになる

ためには、授業には実社会の事例をとりいれる必

要がある」と考える教員が多いことが示された。

ただし、授業内で取り上げている実社会の事例は、

すぐに過去の事例になってしまう可能性がある。

例えば、企業組織、生産システム、マーケティン

グ等の分野においては、特に新しい仕組みや制度

が導入されていく。経営教育では、日々更新され

る新しい事例を学べる教材や学習課題を用意する

必要性が指摘された。 

教育方法においては、小テストなどの知識の獲

得を繰り返し確認するような教育方法（設問 8）、

教員の講義によって知識を伝達する方法（設問

14）、学習者が一人で学習に取り組むこと（設問

16）など、個人が知識を蓄積する知識伝達主義に

よる教育方法の重要性が指摘された。しかし、そ

の一方で、学習者同士で協同的に学ぶ方法（設問

10、13、15）や自分なりに課題を分析して発言す

る方法（設問 9、13）など、対話による協同的な

学びや学習者の主体性を重視した知識構成主義に

よる教育方法も重要視されていることが分かった。

田中ほか（2008）は、科目特性と教育方法の関係

性において、科目特性で一義性が高い学習分野に

関しては、小テストなどで知識の定着を図る教育

方法が採用され、多義性が高い分野においては、
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学習者同士で互いの解釈について意見交換ができ

るような協同学習を取り入れた教育方法が採用さ

れる傾向があることを指摘している。概念の一義

性と多義性の両方を含む経営教育においても、教

員は知識の定着を図ることと学習者同士による協

同学習によって、一義性、多義性のそれぞれの科

目特性に適した手立てをとっている状況が伺えた。 

 

表 5 経営教育の科目特性、教育方法に関する調

査の結果 

質問項目 平均（SD）

1．この科目は教えるべき個別の概念が

たくさんある 
4.37（.75）

2．この科目で用いられる概念はほとん

どが明確に定義されている 
3.48（1.04）

3．この科目では順を追って積み重ねて

いかないと理解できない 
4.0（1.22）

4．この科目において、後から出てくる

概念はたいてい先行する概念の内容

を含んでいる 
3.67（.88）

5．この科目は多様な解釈を出し合うこ

とが必要である 
3.72（1.21）

6．この科目はオリジナリティのある意

見を見出す必要がある 
3.62（1.18）

7．この科目は日々新しくなる情報を授

業に取り入れる必要がある 
4.24（1.06）

8．この科目は小テストなどを通じて概

念を着実に習得する必要がある 
3.83（1.04）

9．この科目では学生（生徒）が積極的

に発言する必要がある 
3.83（1.19）

10．この科目では学生（生徒）同士が意

見を交換する必要がある 
3.62（1.13）

11．学生（生徒）が実社会で知識を使え

るようになるためには、授業には実社

会の事例をとりいれる必要がある 
4.6（.59）

12．学生（生徒）は授業に実社会での事

例がとりいれられてなくても、実社会

において授業で学んだ知識を使える 

2.86（1.25）

13．学生（生徒）は発見学習など自分で

方向性をみつけていく活動を通して

もっともよく学習ができる 
3.72（.87）

14．学生（生徒）は教師の口を通して知

識が伝達されるとき、もっともよく学

習ができる 

3.18（1.02）

15．学生（生徒）は他の学生と協同して

学習に取り組む時、もっともよく学習

ができる 
3.81（.87）

16．学生（生徒）は自分一人で学習に取

り組む時、もっともよく学習ができる 
3.10（.87）

２）自由記述に関する調査結果と分析考察 

 経営教育の課題に関する自由記述をカテゴリー

化したところ、次の 6 つのカテゴリーが導出され

た。カテゴリーは、「①経営リテラシーの定義が

明確ではない」、「②体系的な経営リテラシー教

育が実施できていない」、「③思考力や判断力を

育成することが困難である」、「④実社会と連携

した授業を実践することが難しい」、「⑤経営リ

テラシーを育成するための教育方法に関する知見

が蓄積されていない」、「⑥その他」であった。 

 カテゴリー①と②からは、教員らが、「経営リ

テラシーの定義が明確ではない」と考えているた

めに、経営教育で「何を教えればいいのか」を課

題に感じていることが読み取れた。「何を教えれ

ばいいのか」が明らかではいないため、「如何に

教えればいいのか」といった「②体系的な経営リ

テラシー教育が実施できていない」現状が伺えた。

経営リテラシーの定義を明確化し、体系的なカリ

キュラムが開発することは経営教育における急務

だといえる。2 節で示した日本学術会議における

経営リテラシー分化会では、経営リテラシーの定

義を示しているが、十分に普及していない現状が

ある。この定義が経営リテラシーの基準になるの

であれば、経営教育に携わる者による共通認識を

得るよう働きかける必要があるだろう。少なくと

も、高大連携の提携を結ぶ高等学校と大学は、経

営教育におけるスコープ（学習の領域）とシーク

エンス（発達段階に応じて学習内容を如何に配列

するかという順序）を明確にし、共有することで

より質の高い連携が実施できるだろう。 

 カテゴリー③、④、⑤からは、経営リテラシー

を育成するための教育方法に関する課題が寄せら

れていることがわかる。「③思考力や判断力を育

成することが困難である」においては、「基礎的

な理論を理解したうえで、企業を分析する力を養

うこと」「問題を発見する力、解決する力、態度」

を育成することが容易ではないなどの意見が寄せ

られた。これらの意見からは、明確に定義された

用語や概念を習得する一義性の高い学習分野より

もむしろ、多様な解釈が求められる多義性の高い
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学習分野に関する教育方法に困難を感じている状

況が伺えた。また、「④実社会と連携した授業を

実践することが難しい」のカテゴリーでは、学生

の学習への動機を上げたり、理解を深めるために

は、会社の実例を授業で取り上げたり、企業で体

験的に学ぶなど、実社会と連携した授業実践が必

要だと教員が考えていることが分かった。しかし、

教員が企業と連携を持てているわけではなく、そ

の実施に課題を感じていることが示された。今後

は、学校側は、経営教育に対して協力関係を築け

る企業を見出し、協同的に学べるような場を設け

ることも望ましいといえるだろう。企業との連携

が困難な場合は、企業での実践事例に対して、ス

トーリー性のあるシナリオをつくり、そのストー

リーに沿って用意された学習課題に挑むという

Story Centered Curriculum（鈴木ほか 2008）を

導入することも経営教育に有益となるのではない

か。これは 2 節で紹介した「15 歳からの大学入門

わかる経営学」においても取り上げられている手

法である。ストーリーに基づいて、個々の用語や

定義がどう活用されているのかを学ぶことで、学

習者は実際の社会において、これまで学んできた

用語や定義をどう活用すればいいのかを考えるよ

い機会となりえる。また、ストーリーを通じて、

経営リテラシーで求められる用語や定義を習得す

ることの意義を感じることで、学習への動機を向

上させるきっかけになるのではないか。このよう

に、Story Centered Curriculum は、学習者が実

際の企業の様子など経営に関する定義や用語を利

用する文脈を意識したうえで、個々の学習課題に

ついて検討する学習機会を比較的容易に提供でき

るであろう。 

「⑤経営リテラシーを育成するための教育方

法に関する知見が蓄積されていない」に関しては、

経営リテラシーの定義やそれをどのような順序で

教えるのかを明確にすることで、教育方法の共有

は容易になると考える。しかし、これを完成させ

るには時間を要する。現状では、高大連携を実施

している大学や高校での教員同士が定期的に集ま

り、授業研究をしたり、授業実践事例をティーチ

ングポートフォリオとして蓄積したりするなどし

て教育実践の方法を共有できるシステムや体制を

構築することが必要になるだろう。 

「⑥その他」の意見では、「経営リテラシーを

育成することの重要性を周知させることが難し

い」、「経営リテラシー育成に関する継続的な評

価が実施されていない」などが寄せられた。経営

教育が大学入試科目となっていない現状や商業高

校ではない中等教育の教員に経営リテラシーを育

成することの難しさが課題として挙げられた。 

 

（３）経営教育改善への一提案 

 経営教育は、教えるべき概念や定義が多く、そ

の積み上げも必要であり、なおかつ一義性、多義

性の両方が高い科目特性であることを指摘した。

つまり、経営教育では、数ある教えるべき概念を

習得したうえで、それを基にして、問題を解決し、

あることがらに対して思考し、解釈することが求

められていることが示された。こうした科目特性

は経営学に携わる教員らの間で共有されていると

いえるだろう。しかし、質問紙調査の自由記述で

は、経営リテラシーを育成するにあたり、「何を

教えるのか」といった学習課題に関する課題、「如

何に教えるのか」といった教育方法に関する課題

を教員が抱えている現状が浮かび上がった。そこ

で、本項では、「何を教えるのか」、「如何に教

えるのか」について検討したい。 

「何を教えるのか」に関して、経営リテラシー

分科会による経営リテラシーの定義を見る限り、

企業形態、マーケティング、財務会計等の概念や

定義があげられている。2 節で取り上げた『ビジ

ネス・アイ』においても、同様に学ぶべきことが

らが提示されている。こうした現状からは、経営

リテラシーとして、その定義が十分に共有されて

いない側面はあるものの、「何を教えるのか」に

ついては明確にされつつあると考える。特に、会

計の分野においては、簿記や公認会計士などの資

格試験があり、学習者が学ぶべきことがらはかな

り明確になっている。つまり、経営リテラシーに

関する「基礎的・基本的な知識・技能」に関して

－45－

は「何を教えるのか」は比較的提示しやすい状況

であると考える。しかしながら、「基礎的、基本

的な知識や技能を活用し、問題を解決し、あるこ

とがらに対して解釈し、思考すること」に関して

は、経営リテラシー分科会による経営リテラシー

の定義をみても「何を教えるのか」について十分

に触れられていない部分があるのではないか。今

後は、10 分野と 100 の基本概念に対して、何を

思考し、判断する必要があるのかを明らかにする

必要がある。 

これまでの経営教育では、資格試験で求められ

る分野、つまり一義性の高い分野に関しては「何

を教えるのか」の知見は蓄積、共有されていると

いえよう。しかし、自由記述において、教員が思

考力や判断力に関する課題や実社会との連携に関

する課題を抱えていた現状に鑑みると、今後は、

一義性の高い分野の概念を用いて、いかに実際の

社会の課題を解決していくのか、実社会との連携

をしていくのか、そこで以下に自分なりの判断を

下すかなど多義性の高い分野で何を学ぶべきなの

かについての方向性を見いだす必要があるといえ

る。 

次に、「如何に教えるのか」である。「何を教

えるのか」で思考力や判断力に関する学習課題を

明確にすることが求められていると指摘したが、

「如何に教えるのか」に関しても、問題を解決し、

分析する力、そこから自分なりの意見を見いだす

力を育成する多義性の高い分野に関する教育方法

の知見を蓄積することが必要になると考えられる。

第 2 節においても、『ビジネス・アイ』において、

学習者がテキストに抱えたことがらに関心を持ち、

自ら考えて行くことを促す工夫が取られている。

それは学習者が一義的なことがらを習得すること

に加えて、多義的な解釈の元、自分なりの意見を

見いだす力を育成するためであるといえる。では

自分なりの意見を導き出すにはどのような教育方

法が求められるのか。その一つとしては、学習者

が他の学生と協同して学習に取り組む協同学習が

考えられる。学習者が自分なりの意見を導き出す

には、さまざまな考えに触れ、自分の考えを精緻

化させ、再構成することが必要である。そのため

には、他者の存在が重要となる。他者の存在は

自らの思考を相対化させることにつながり、そ

れにより思考が促されるからである（溝上

2007）。個別で学ぶ学習機会を提供することに

加えて、他者と協同的に学ぶ協同学習は学生の

思考力や判断力を導く手立ての一つとなりう

るであろう。 

また今回の調査では課題としてあげられてい

なかったが、思考や判断力に関して学ぶ場を設け

ることで、それらをどう評価するのかも今後課題

として出てくるであろう。ルーブリックやポート

フォリオを活用した評価方法についての議論はま

すます盛んになることが予測される。経営教育に

関して高大連携をすすめるプロセスにおいて、高

等学校と大学の教員が継続的、定期的に意見交換

をする場を設けることで、「何を教えるのか」「如

何に教えるのか」、また「何を如何に評価するか」、

これらの課題に対して検討する機会を設けること

が期待される。 

 

 

５． 我が国における専門職教育の課題 

 

（１）専門職とは何か 

 専門職教育の課題を論じるには専門職の本質を

明らかにする必要がある。ところで、専門職とい

う用語には類似語が多く存在する。橋本（2009）

は、国会議事録に現れた専門職およびこれとの類

似語を対象としてテキスト分析ソフトを用いて類

似語同士の対応分析を行っている。ここでの類似

語とは、専門職、専門的職業、プロフェッショナ

ル、スペシャリスト、プロフェッション、専門家、

エキスパート、プロである。後に問題点を指摘す

るが、専門職からみて内容の近い順に並べてある。

第一の下線部がある 3つの用語は職業や職業団体

を表現する点で近い。第二の下線部の 2 つの用語

は職業人を意味する点で近い。専門職とプロが遠

い。すなわち使用する際のコンテキストが大きく

異なる。 
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 そして橋本（2009）は、これらの用語と同時に

使われる用語の上位３つを示している。 

 専 門 職：大学院、教育、配置 

 専門的職業：短期大学、高等教育、結合 

 プロフェッショナル：スクール、大学院、免許 

 スペシャリスト：高校、特色、技能 

 プロフェッション：頂点、起用、検査官 

 専 門 家：検討、意見、議論 

 エキスパート：NPO、コンセンサス、再建 

 プ ロ：野球、仕事、スポーツ 

これら対応関係から直ちに本論の主題に関連する

何かを引き出すことは難しそうである。それでも、

職業団体や職業人を意味する「専門職、専門的職

業、プロフェッショナル」がいずれも学校との関

連で語られることが多いというのが注目に値する。 

 上記の用語のうち、専門職が職業を、専門家が

職業人を指すと思うが、プロフェッショナルとプ

ロフェッションがこれらにどう対応するかを確認

しておきたい。『小学館ランダムハウス英和大辞典

第二版』によると二つの英語の意味は次のとおり

である。 

 Profession    １．知的職業：聖職者、法律家、

医師、技術者、著述家など 

２．（一般に）職業 

３．The をつけて（集合的に）

同業者仲間 

 Professional １．職業人（特に）知的職業人、

専門家、プロ選手、玄人、

本職 

２．（ある仕事の）熟練者、熟達

者、専門家、玄人はだし 

 この辞書の説明と橋本（2009）の分析結果は一

致していない。すなわち、辞書的には専門職がプ

ロフェッション、専門家がプロフェッショナルに

対応している。しかし、橋本（2009）から類推す

るに、プロフェッションを専門家と同義として、

またプロフェッショナルを専門職と同義として

（すなわち、辞書的意味が逆転して）利用されて

いる可能性がある。しかし、以下では、用語上の

混乱を避けるために専門職（プロフェッション）

は職業を、専門家（プロフェッショナル）は専門

職に就く職業人を指すものと理解して話を進める

ことにする。 

 

（２）専門職論の必要性 

 わが国の専門職教育の課題を論ずる前に、専門

職およびその類似語の用法を確認した。専門職（プ

ロフェッション）が職業だとすると、専門職教育

は専門職に必要な教育ということになる。聖職者、

医師などは一般名詞の職業であり、これら職業に

実体はないので職業を支える制度こそ本質といえ

る。そこで専門職教育はこれを支える制度と制度

に支えられた職業について教授することになる。

一方、専門職は専門家（プロフェッショナル）に

よって担われている。教育は人に対してなされる

という本質からみれば、専門職教育は専門家教育

となる。この二つは矛盾しないので、専門職教育

は専門職制度と専門家についての教育になるとい

える。 

ところで専門職（専門家を内包するので省略、

以下同様）は、すべての職業を指すわけではない。

すでに辞書で確認したように、英語のプロフェッ

ション（翻訳すれば専門職）は、聖職者、法律家、

医師、技術者、著述家などの知的職業に限られて

いる。ではなぜ限定された職業を専門職と呼ぶの

であろうか。この設問に接すると専門職とは何か

が改めて問われなければならない。ここに改めて

とは、たとえば聖職者が専門職に分類されるとし

て、何ゆえに聖職者は専門職であるのかという専

門職の本質を問い直す必要があるからである。 

 大学の学部に引き寄せてみると、専門職である

聖職者は神学部、法律家は法学部、医師は医学部、

技術者は工学部、著述家は文学部から排出される

確率は高いと思われる。確かに、これらの学部教

員は関連する専門職を視野に入れた講義をするで

あろう。しかし、神学、法学、医学等の学問のみ

を教授すればそれで専門職教育となるわけではな

い。専門職教育の在り方を研究する専門職論が必

要となろう。巷間、「プロ論」（B-ing 編集部 2004；

武田双雲 2010；ＮＨＫトップランナー製作班
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2009）がはやっているが、そこでいうプロはさま

ざまな分野で成功した人のことであり、プロの条

件が成功の条件であったりする。これは専門職の

本質とは異なる議論である。 

 そこで、専門職の本質に迫るには、何が専門職

を規定するのかを問えばよい。何ゆえに、聖職者、

法律家、医師、技術者、著述家が専門職なのか。

公認会計士は専門職ではないのか、税理士はどう

か。このような問いかけをするとき、すでに個々

の専門職の要件は捨象されている。ここで求めら

れるのは複数の専門職に共通する資質などの要件

である。 

 かかる議論の結果、専門職共通の要件がいくつ

か出てきたとする。その次になすべきは、専門職

共通の要件に付加されるべき、個別要件である。

聖職者には聖職者固有の要件があり、医師なら医

師に固有の要件がある、という考えである。 

 

（３）専門職と教育機関  

 教育機関はそれぞれに教育目的を掲げている。

専門職と最も結びつきが強いのが専門職大学院で

ある。専門職大学院は高度専門職の養成を教育目

的に掲げていることからもそのことが分かる。そ

れ以外の教育機関は必ずしも専門職の養成を中心

目的とはしていないが決してそれを無視している

わけではない。 

 一般に上位の教育機関ほど専門職との結びつき

が強い。大学院には法科大学院、会計大学院、臨

床心理大学院などの専門職大学院と従来からある

いわゆる研究型大学院がある。専門職大学院は設

置の趣旨に明確なように高度専門職を養成する教

育機関である。研究型大学院は研究者を養成する

教育機関である。その研究者もひとつの専門職で

あってみれば、大学院はすべて専門職養成を目的

としている。近年、専門職を目指さない学生の比

率が増大して学部化している大学院もある。 

 大学学部は大学院ほどには専門職との結びつき

が強くない。従来から、医学部、歯学部、薬学部、

工学部、法学部、教育学部などは専門職養成の色

彩が強い学部として運営されてきた。これに対し

て、経済学部、商学部、社会学部、文学部などは

専門職養成の色彩が相対的に弱い。専門職養成の

色彩が強い学部の一部学生と、専門職養成の色彩

が弱い学部の大方の学生は、専門職を意識するよ

りは就職（その実態から就社と表現されることも

ある）を意識している。就職・就社と学部教育の

内容は必ずしも対応していない。 

 これが高校となると専門職を意識する度合いが

より弱くなる。多くの高校は大学への進学を目的

とする普通高校の形態をとっている。普通高校で

も最近は特色化を打ち出しているが、それらは英

語や理数に特化という具合に科目の重点の置き方

に特色を持たせたものが多く、専門職を意識した

特色化の例はあまりない。一方、商業高校、工業

高校、農業高校といった職業高校が存在するが、

それぞれの業態への就業を意識しているものの、

専門職を強く意識しているとは言いがたい。しか

も、高校へ進学する多くの中学生は入学前に就職

を意識しているというよりは、進学か非・進学（就

職）かという選択肢の中で就職を意識しているよ

うに思える。 

 以上のように上位の教育機関に進むにつれて生

徒・学生は専門職を意識するようになる。しかし、

それぞれの機関の教育者が専門職をどの程度意識

して教育しているかについては一般論として語れ

ない。とりわけ大学の教員は、自らを研究者であ

り、教育者でもあると自覚している。それゆえ、

教員の専門研究に近そうな専門職がある場合でも

講義に専門職を反映させない可能性がある。第二

は、教員が高校教育との接続をまったく意識しな

いで講義をする可能性もある。高大連携から高大

接続の時代へと進むと大学教員の無理解が表面化

し、その解決が課題として浮上してきそうである。 

 

（４）専門職共通の要件と経営専門職の要件 

 さて、本論の主題は「高大連携における経営教

育の位置づけ」にある。高校側においても大学側

においても途切れのない経営教育が行われる必要

があるという考えが支持される場合、高大双方に

おいて専門職としての経営者を正当に位置づける

－48－



必要がある。従来の経営学部・商学部も商業高校

も経営に関連する科目が教えられてはいるがこれ

ら教育機関の教育目的に経営専門職の養成が中心

に据えられてきたとは言いがたい。関西大学商学

部も品格あるビジネスリーダーの養成を掲げては

いるがこれが専門職としての経営者の養成と同義

であるとは思えない。大学においては経営学研究

の成果を教授すれば良いとする意見もあるだろう

が、すでに２節で述べたように、我々は経営学を

役立てることにこそ意義を見出している。このこ

と自体が専門職教育を意識していることの証左で

ある。 

 もし時代の要請に基づいて大学学部が新たに専

門職としての経営者の養成を教育目的に掲げ、す

でに紹介した新種のビジネス高校も同様に経営専

門職の養成の一翼を担うなら我が国産業の今一度

の興隆も夢ではなかろうと期待する。そういう期

待がストレートに語られなくても、長引く平成不

況、失われた 20 年、出口の見えない閉塞観など

ネガティブな総括の中で、わが国には真の経営者

がいない、真の政治家がいない、真の…がいない

と専門職総崩れのような発言が間々なされる。こ

れらの裏返しとして専門職としての経営者が待望

されていると読めるのである。ここにいう経営者

は企業の経営者にとどまらず、政府・自治体及び

公益的な各種法人など公共経営を専門とする経営

者に及ぶ。 

 専門職としての経営者の養成が高大の経営教育

に新たな課題として課せられるとして、高大双方

とも経営学を教授するというだけでは十分ではな

い。たとえば、どこの会計専門職大学院でも専門

としての会計学を教授することは当然であるが、

とりわけ倫理教育を重視している。会計専門職と

して会計という専門性を求められるのは当然のこ

とながら、高度の倫理性も求められるというので

ある。それゆえ、経営専門職としても経営という

専門性のみならず、それ以外の資質も求められる

はずである。こういうことを考えていくと専門職

の養成を掲げるならば、多様な専門職に共通する

要件・資質と個別の専門職に求められる要件・資

質を峻別して、これら双方が高大教育の中で培わ

れるようにカリキュラムを構成する必要があると

いう結論を導き出すことができる。 

 そこで専門職共通の要件とは何かと論じていく

必要がある。誰もが否定しない第一の要件は「専

門性」である。専門家はその専門職において求め

られる専門性を備えている必要があるというごく

当然のことをまず確認したい。この専門性以外の

要件に何を求めるかは自明ではない。先に会計専

門職に倫理性が求められると指摘した。医者には

求められないのか、弁護士には求められないのか、

と順次と問うていけばよい。おそらく倫理性は専

門職共通の要件のひとつであろう。では、国際性

はどうか。この場合、国際性を備えていなくても

専門職として支障がない場合もあろう。とすれば

国際性は個別専門職の要件である可能性が高い。

こうしたことを明らかにする専門職研究が少ない

ので、我々はみずから折に触れアンケート調査等

を通じて、専門職の要件は何か、俗っぽく言えば

プロとは何かを解明したいと考えている。 

 

（５）専門職教育の課題 

 これまで大学では開講されている科目を専門科

目と教養科目というように二分してきた。この場

合に、いわゆる専門科目が専門職教育に必要なこ

とは言うまでもないことだが、専門職共通の要件

や専門職個別の要件が教養科目を通じて養われる

とすればこれらの科目もまた専門職教育にとって

不可欠の重要な科目なのである。それゆえ専門職

としての経営者を養成しようとすれば、どういう

科目を教授すればよいかについての基本方針の策

定が求められる。 

 ここで、繰り返しておくと、第４節で明らかに

なったことは、科目特性等を探る調査において、

「経営教育は、教えるべき概念や定義が多く、そ

の積み上げも必要であり、なおかつ一義性、多義

性の両方が高い科目であること科目特性であるこ

とを指摘した。つまり、経営教育では、数ある教

えるべき概念を習得したうえで、それを基にして、

問題を解決し、あることがらに対して解釈し志向
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することが求められる。」ことであった。これら

は時々刻々と変化する生きた経営を対象とする学

問であることから、予想された科目特性であった。 

 同じ調査において、経営リテラシーについて自

由記述を求めている。これによると、「①経営リ

テラシーの定義が明確ではない」、「②体系的な

経営リテラシー教育が実施できていない」、「③

思考力や判断力を育成することが困難である」、

「④実社会と連携した授業を実践することが難し

い」、「⑤経営リテラシーを育成するための教育

方法に関する知見が蓄積されていない」などの回

答が得られた。 

 つまり科目特性は理解されているものの、経営

教育の重要な問題点が解決されないままに据え置

かれている実態が明らかになった。経営教育をリ

テラシーの観点から定着を図ろうにも教師側にお

いて何をすれば良いかが明らかにならないという

のでは、そもそも経営リテラシーの定着は期待で

きない。 

 以上を踏まえて、経営・商学系の大学学部及び

大学院における専門職教育を振り返ってみると、

いわゆるアカウンティング・スクール（会計専門

職大学院）やビジネス・スクールを除いて、特定

の専門職を意識した教育カリキュラムを用意して

いるところは少ない。確かに、総務、人事、広報、

販売など経営を行う上での重要な機能を担う専門

職に特化したスペシャリスト教育は求められてい

ないが、これらとの対比でいえば、これら科目に

共通するマネジメント機能といういわばゼネラリ

スト教育の必要性は認められているし、経営・商

学系の学部・大学院での教育目標にもなりうる。 

 しかしながら、マネジメントの専門職である経

営者を教育目標に据えている教育機関は少ない。

多くの場合、特に経営・商学系の学部の場合、ビ

ジネスリーダーを養成するという目標を掲げてい

ても、その教育実態はアマチュアとしてのゼネラ

リスト教育に終始していると言わざるを得ない。

他の分野との対比ではスペシャリストと位置づけ

られる専門家としての経営者が、同時に経営の諸

機能から見ればゼネラリストであると位置づけら

れる。このような意味でのプロとしてのゼネラリ

ストについて、専門家としての経営者と専門職と

しての経営者に何を教えればよいかが体系化され

ていない。ここに専門職は他と識別される社会・

経済的特徴を備えた「職業」や「職業団体」であ

り、このような専門職は同じ分野の専門家によっ

て構成されるという関係にある。 

さいごに本節から導出される課題を要約して

おくと以下のとおりとなる。 

① 専門職教育を考える場合、複数の専門職に

共通する資質と特定の専門職に固有の資質

の双方を峻別したうえで、いずれについて

も教育の課題とする必要があること。 

② 現在の日本は会社にとどまらず、政府や非

営利組織などすべての組織において有能な

経営者の登場が待たれているが、この人材

をどこが輩出すべきか明確になっていない

ので、この議論をすべきである。 

③ ②の裏返しとして、経営者の輩出に最も近

いと考えられる経営・商学系学部教育の実

態を見るとき、そこにはアマチュア・ゼネ

ラリスト教育は確認できるとしても、真の

経営者を養成する経営教育は行われていな

い。その結果、経営リテラシーの定着が声

高に叫ばれる一方で、経営教育に当たる教

師自身が経営リテラシーに関する理解を欠

いている。 

④ そこで、高等教育機関が専門職としての経

営者を養成することに取り組むならば、専

門家としての経営者（一つの職業人）とそ

れから構成される専門職としての経営者

（一つの職業）について、教育内容と教育

方法を明らかにする必要がある。 

⑤ 関西大学と大阪市立大阪ビジネスフロンテ

ィア高等学校の高大連携における教育の接

続は以上を意識した試みである。その趣旨

を生かすように高大双方において試行プロ

セスの公開と幅広い論議が求められる。 
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註 1：一般には、教科書という用語の方が使われ

ているかもしれないが、以下では、テキストと教

科書は同義として扱っていく。なお、今後は、テ

キストがこれまで同様、紙媒体のままではないか

もしれないが、本稿では紙媒体としてのテキスト

を前提として論を展開する。 

 

註 2：もちろん、日本学術会議経営委員会経営リ

テラシー分科会（2008）でも、「何を」として 10

分野 100 のキーワードを掲げただけではなく、現

状の学習指導要領における問題点や高校教諭にお
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ける経営知識の不足など教え方の問題にも言及は

されている。 

 

註 3：同書は「高校生や入学直後の大学生に対し

て、（中略）大学での学びに対する興味を喚起する

ことを狙ったもの」（巻頭言より）であり、高校生

だけを対象としている『ビジネス・アイ』とは読

者ターゲットが若干異なる点には留意すべきでは

ある。 

 

註4：さらに、分科会においては、「経営に関する

基本概念を確定することは、経営リテラシーのレ

ベルと内容を確定するのみならず高大連携におい

てどのような概念を共通概念として連携を図るか

と言う点においても重要である」ことが指摘され

ており、「日本国民の経営リテラシーという観点か

ら経営に関する基本概念を体系化し、初等教育、

中等教育、高等教育段階でそれぞれの基本概念を

どのように教育するかを確立することは、日本の

経営教育を発展させる上で極めて重要である」と

している（日本学術会議経営委員会経営リテラシ

ー分科会、 2008, 7-8 ページ）。 

 

註 5：大学が学生を選ぶというパワー関係がいつ

までも続くとは考えない方がいいだろう。企業と

従業員との間にも、エンプロイヤビリティ

（employability）を高めないと就業継続が難しい

と言われる一方、エンプロイメンタビリティ

（employmenntability）を高めないと居てもらい

たい従業員を組織に留めることができないと言わ

れてきている。また、リテンション・マネジメン

ト（retention management）に取り組む企業が

でてきていることも、企業と従業員のパワー関係

が以前のままではなくなってきていることを示し

ている（森田、2010; 山本、2009）。 

 

付記 

本研究は、平成 22 年度関西大学特別研究・教

育促進費等において、研究課題「モバイル

e-learning を通じた高大連携と学部教育の強化の

ための実践プログラムの確立」（代表者乙政正太、

実施期間は平成 23 年 4 月 1 日から平成 24 年 3

月 31 日）として研究費を受け、その成果の一部

を公表するものである。 
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